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ワークライフバランスの取り組みに関する全国大学医学部における調査報告書
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はじめに

近年，医学部入学者の中では女性の占める割合が
30%を超え１），国や医学部病院長会議では男女共同参
画の推進が決議されている．女子医学生の割合は増加
傾向にあるものの，本邦の女性医師の割合は 19.7％
（2013 年現在）で，この値は 1990 年代から近年に至る
まで，国際社会の中で最も低い２）．OECD（経済協力開
発機構）加盟国 34 か国の女性医師の割合の平均は
44％（2011 年現在）で，20 年前の平均 29％と比べて
も，本邦の女性医師の割合は低い２）．
2004 年に実施された日本小児科学会の調査におい
て，小児科常勤医に占める女性医師の割合は約 30％に
達しているが，年齢構成別に見ると 30 歳を境界として
女性医師の割合が急激に減少していた３）．この傾向は近
年も続いており，2012 年の厚生労働省の調査でも，女
性小児科医の割合は卒後 10 年を過ぎた頃から就業に
従事する女性医師が減少している４）．この減少の主たる
原因は勤務と育児を両立できないことによる女性医師
の休職とされている３）．
働き盛りの女性医師が，妊娠・出産とそれに引き続
く育児・介護などのライフイベントによって疲弊する
ことなく働きやすい勤務環境を整備することは，現状
の医師不足問題を解決する上で避けられない大きな課
題といえる．しかし一方で，当直や時間外勤務の軽減
を希望する女性医師が増加することで，支援する側の
医師にかかる負担の増加が問題となっていることも事
実である５）．
支援を受ける側のみならず，支援する側も医師とし
てのワークライフバランスを考える必要性がある．医
師としてのキャリアアップと個人としての充実した生

活を両立できることは，離職や休職，医師偏在の防止
にもつながる重要な課題だからだ．
そこで日本小児科学会は，小児医療委員会の中に編
成された小児科医ワークライフバランス改善ワーキン
ググループを立ち上げた．2014 年には一つの委員会
（男女共同参画推進委員会）として，小児科医のワーク
ライフバランスを改善する活動を開始した．その活動
の一つとして，ワークライフバランスに関する取り組
みの実態を，全国の大学医学部に 2013 年 12 月～2014
年 1 月の期間に調査した．医師になる前の医学部生時
代からの教育が，医師としてのワークライフバランス
を考える上で重要であると考えたからだ．今回はその
調査結果を報告する．

対象および方法

全国の大学医学部 80 校に，アンケートを郵送した．
アンケートによる調査項目は，以下の 4点である．1）
ワークライフバランスをテーマに取り上げた学生講義
の有無 2）講義をしている場合の学年と時間数 3）医
学部ホームページ上におけるワークライフバランスを
テーマに取り上げた記載の有無 4）現在医学部ホーム
ページ上におけるワークライフバランスをテーマに取
り上げた記載がない場合の，今後掲載する予定の有無．
返信には，FAXを用いた．さらに，回答のあった大学
の小児科のホームページにおいて，ワークライフバラ
ンスの記載の有無を検索した．なお，ワークライフバ
ランスとは子育て支援などのテーマも含むことを，ア
ンケートに明記した．調査期間は，2013 年 12 月～2014
年 1 月であった．
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表 1　ワークライフバラン
スに関する講義の有無

講義 大学数

あり 24
なし 22
不明  1

計 47

表 2　ワークライフバランスに
関する講義学年と講義時間

1年生

講義時（分） 大学数

360 1
270 1
180 2
120 1
 90 5
 70 1
 60 1
 50 1
 40 1

2 年生

講義時（分） 大学数

140 1
 90 4

3 年生

講義時（分） 大学数

400 1
360 1
 90 1
 70 2

4 年生

講義時（分） 大学数

270 1
180 1
120 1
 90 1
 85 1
 60 1

5 年生

講義時（分） 大学数

70 1

6 年生

講義時（分） 大学数

60 1

表 3　ホームページ上のワーク
ライフに関する記載の有無

記載 大学数

あり 25
なし 22
不明  0

計 47

結 果

80 大学医学部のうち，回答があったのは 47 大学で，
回答率は 59％（47/80 大学）であった．回収したアン
ケートの設置母体の内訳は，国立 25 大学（58%；25/
43 大学），公立 3大学（38%；3/8 大学），私立 19 大学
（66%：19/29 大学）であった．回答者は，医学部の教
官が 15 名（医学部長 2名，教授 7名（小児科 5名，医
学教育関係 2名），小児科教官 5名，他分野教官（男女
共同参画関係）1名）で，残る 32 名は医学部学務課ま
たは総務課の事務職員であった．
ワークライフバランスをテーマに取り上げた学生講
義を行っているのは 24 大学で，全体の 30％（24/80
大学），回答した大学の 51％（24/47 大学）であった
（表 1）．講義を行う時期としては，1年生の時に行う大
学が最多数（14 大学）で，2，3年生では各 5大学，4
年生では 6大学，5年生で 1大学，6年生で 1大学の結
果であった．講義時間は最も長い大学では 400 分間，
最も短い大学では 40 分間であった（表 2）．自由記載の
中で，講義は選択制（必修ではない）と明記している
大学が 3大学あった．ホームページ上でワークライフ
バランスの内容の記載がある大学は 25 大学で，全体の
31％（25/80 大学），回答した大学の 53％（25/47 大学）
であった（表 3）．そのうちワークライフバランスに関
する学生講義を行っている大学は 16 大学（64％；16/
20 大学）で，1大学を除いたいずれの大学も女性医師
支援または男女共同参画に関する事業が展開されてい
た．そのうち，小児科での取り組みをホームページ上
で確認できたのは，4大学（25％；4/16 大学）であっ
た．残りの 12 大学（75％：12/16 大学）は，ワークラ
イフバランスに関して，大学医学部での講義もあり，
かつ医学部のホームページ上での記載もあるにもかか
わらず，小児科のホームページでワークライフバラン
スに関する取り組みを確認できなかった．
ワークライフバランスに関する学生講義とホーム
ページの記載，どちらもない大学は 14 大学で，全体の
18％（14/80），回答した大学の 30％（14/47）であった．
いずれの大学も，ホームページ上でのワークライフバ
ランスに関する記載の今後の予定はないとの回答で
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あった．一方で，学生講義とホームページの記載，ど
ちらも大学としての取り組みはないものの，3大学
（21％；3/14 大学）で，小児科ホームページで小児科と
してのワークライフバランスに関する取り組みを確認
できた．
ワークライフバランスをテーマとした学生講義を
行っている大学のうち，男女共学で，教務課へ問い合
わせが可能だった 6大学に，電話で講義の詳細を得る
ことができた．各大学の詳細を以下に示す．
＜A大学（国立）＞女子医学生は 3割を占める．3

年生の時に，医療概論という 360 分間の講義の中で，
「ワークライフバランス」というテーマで必修講義とし
て行われる．
＜B大学（国立）＞女子医学生は 4.5 割を占める．1
年生の時に必修初年次ゼミとして「キャリア入門」と
して 180 分間，3年生の時に「男女共同参画」として
400 分間，ワークライフバランスに関する講義を受け
る．
＜C大学（国立）＞女子医学生は 3割を占める．1
年生の時に 80 分間，「キャリア形成およびメンタルヘ
ルス」という講義の中で，「ワークライフバランス」を
テーマに必修講義として行われる．5年生の 2～3月の
時期に，再度必修講義として「ワークライフバランス」
をテーマに 60 分間行われる．
＜D大学（国立）＞女子医学生は 4割を占める．2
年生の時に医療倫理学の講義の中で，「労働環境」とい
うテーマで 90 分間，必修講義として行われる．
＜E大学＞女子医学生は 3.5 割～4割を占める．1
年生のときに，必修セミナーとして 180 分間，ワーク
ライフバランスに関する講義を受ける．

考 察

大学医学部でのワークライフバランスに関する学生
講義，ホームページ上での記載は，それぞれ約半数，
半数以下であることが明らかになった．日々の診療や
研究で忙しくなる医師になる前の，医学生時代からの
ワークライフバランスの啓発が必要だという考えは，
本邦では未だ認識されていないことが推測される．
一方で，講義を施行している大学の中には，学年ご
とに講義内容を変えるなどの積極的な取り組みを行っ
ている大学もある．大学間でのワークライフバランス
に対する意識の差が大きいといえる．
回答のあった大学の中で，大学医学部として女性医
師支援または男女共同参画事業を行っているほとんど
の大学では，ワークライフバランスに関する講義や
ホームページ上の記載があった．このことから大学全
体としての意識改革が，学生や研修医への意識改革に
つながることが期待される．

さらに，小児科を志望する研修医や学生は，大学病
院のホームページのみならず小児科のホームページを
必ず検索する．したがって，大学全体としての取り組
みの有無にかかわらず，小児科としての独自の取り組
みをホームページで明記する必要性がある．調査では，
学生講義やホームページ上の記載のどちらもないが，
小児科独自にワークライフバランスに関する取り組み
を小児科ホームページで確認できる大学が 3大学あっ
た．しかし一方で，大学医学部としてワークライフバ
ランスに関する講義とホームページ上の記載どちらも
ありながら，小児科としての取り組みを小児科のホー
ムページの検索で確認できない大学が 7割を占めた．
このことから，小児科としての独自の取り組みをホー
ムページで明記する必要性が理解されていない可能性
が示唆される．
本調査の回答率が低い（59％）ことが，調査結果に
影響を及ぼしている可能性もある．事実，本調査に対
する回答はなかったが，ワークライフバランスに関す
る各種事業（男女共同参画事業やプロジェクト）が展
開され実績も明らかなことを，ホームページで確認で
きる大学もあった．
日本医師会が全国医学部を対象として行った調査

で，高い回答率（81.3％（65/80 大学））の報告がある６）．
この報告では，医学部内でのキャリア教育や男女共同
参画に関する講義は 54.7% が導入し，検討している大
学も加えると 62.5％との結果だった６）．また，全国医学
部長病院長会議が行った調査でも，「キャリア教育」を
カリキュラムに組み込んでいる大学は 53％（42/80 大
学）であった７）．これらの調査結果は，ワークライフバ
ランスをテーマに取り上げた学生講義を行っているの
は回答した大学の 51％（24/47 大学）であったという，
本調査結果を支持している．
「ワークライフバランス」とは，単に勤務時間の問題
だけではなく，仕事における充実度と生活における満
足度の両方を意味している．仕事における充実度は，
社会に認められる自分（個人）の存在を実感できるこ
とであり，そのためにキャリアを積むことになる．一
方，生活における満足度は，自分（個人）が大事にす
る価値観に見合った生活が実現できているかどうかで
あるので，時として権利意識だけを高める女性医師の
ための支援策となってしまう危険性もある．
自分のライフイベントを機に離職する女性医師の防
止や長期間離職した医師の復職を支援する環境整備が
重要であることは間違いないが，環境整備だけでは医
師としてのワークライフバランスを改善できないと考
えられる．医師というすばらしいキャリアを継続する
ことの意義や責任を学び，困難に直面した場合にどの
ような支援策が利用できるのか，どのような働き方が
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選べるのか，そしてどのようにして周囲の理解を得る
のか，といった具体的なことがらについて，学生時代
に自らの問題として考える機会が必要である．

ま と め

小児科医のワークライフバランスを改善するには，
マンパワーの充足が前提となる．そのために必要な医
学生時代からのワークライフバランスの啓発，支援体
制が周知されているのは，本邦では約半数の大学のみ
である．医師のワークライフバランスに関する内容が，
医学部のコアカリキュラムとして組み入れられること
を望む．
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